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平成30年７月豪雨や北海道胆
い

振
ぶり

東部地震による
災害の発生と復旧への取組

トピックス
1

国連気候変動枠組条約第24回締約国会議
（COP24）

トピックス
2

　先進国、途上国を問わず全ての締約国が参
加する公平かつ実効的な枠組みである「パリ協
定」が2015年に採択　

　2018年12月にポーランドでCOP24が行
われ、2020年以降のパリ協定の本格運用に
向けて実施指針を採択

　森林による吸収量の計上ルールが整備され
たことにより、温室効果ガス排出削減目標の達
成に森林吸収源対策が引き続き重要な役割を
果たしていくことが期待

広島県 東広島市 高知県 大
おお

豊
とよ

町
ちょう

平成30年7月豪雨による被災状況

北海道胆振東部地震による被災状況

北海道 厚
あつ

真
ま

町
ちょう

COP24の様子

　平成30年7月豪雨により、広島県
を始め西日本の広域で山腹崩壊等に
よる災害が発生し、林野関係では林
地荒廃、木材加工・流通施設等に約
1,659億円もの甚大な被害

　平成30年北海道胆振東部地震によ
り、北海道胆振地方を中心に山腹崩
壊等による災害が発生し、林野関係
では約475億円の甚大な被害

　林野庁では、府県や道からの要請
等に応じ、災害発生直後から合同ヘリ
調査の実施や技術職員の派遣等によ
る迅速な被害状況の把握、災害復旧
事業により早期復旧に努めるととも
に、特に山地災害が集中した東広島
市においては、民有林直轄治山事業
に着手

　また、相次ぐ自然災害を受け、地
方自治体や地域住民等の関係者が一
丸となって、事前防災・減災に向けた
「国土強靭

じん

化」の取組を推進
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ますます進んでいく非住宅・中高層建築物
の木造化・木質化の取組

トピックス
3

森林・林業・木材産業と
持続可能な開発目標（SDGs）

トピックス
4

「第69回全国植樹祭」が福島県で開催トピックス
5

　今後のモデルとなり得るCLTを始めとした新た
な木質部材等を活用した非住宅・中高層建築物の
建設が各地で進行

　経済同友会やJAPIC（日本プロジェクト産業協議
会）といった経済団体等により、建築物の木造化・
木質化による木材需要拡大に向けた取組が推進、
木材利用に取り組もうとする民間企業・団体等によ
るウッド・チェンジ・ネットワークを立ち上げ

　木材利用推進中央協議会が実施する木材利用優
良施設コンクールに、2018年度から内閣総理大
臣賞が創設され、江東区立有明西学園が受賞

　2015年に国連総会において採択されたSDGs
（持続可能な開発目標）は、持続可能な世界を実現
するための17の目標･169のターゲットから構成

　目標15「陸の豊かさも守ろう」の達成のため、林
業の成長産業化と森林の多面的機能の発揮に向け
た取組が必要

　また、森林・林業・木材産業に関わる様々な主体
の取組は、目標15を始め、安全な水の確保や山地
防災を通じた持続可能で強靱な国土の形成、クリー
ンエネルギー化の推進等の14の目標の達成に貢献

　2018年６月、天皇皇后両陛下の御臨席を仰ぎ、平成最
後の全国植樹祭となる第69回全国植樹祭が、福島県南

みなみ

相
そう

馬
ま

市で開催

　東日本大震災で大きな被害を受けた地域に海岸防災林を
育てるため、天皇陛下がクロマツの苗木をお手植えされたほ
か、復興状況等をご視察

　天皇皇后両陛下が全国植樹祭御臨席に際して賜れた御製
（和歌）
　　「生ひ立ちて防災林に育てよとくろまつを植

う

う福島の地に」

写真提供：福島県

江東区立有明西学園（東京都江東区）
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今後の森林の経営管理を支える人材
～森林・林業・木材産業にイノベーションをもたらす！～第Ⅰ章 特集章

　我が国の人工林は、その半数が一般的な主伐期である50年生を超え、本格的な利用期を迎え
ており、森林の有する多面的機能を将来にわたって発揮させていくため、この人工林資源を
「伐

き

って、使って、植える」という形で循環利用することが重要

　このため、林野庁においては、2028年までに林業・木材産業の付加価値額を倍増することを
KPIとして設定しており、森林経営管理制度の創設等による原木生産の集積拡大、スマート林業
の推進、国産材の生産流通構造の改革などを推進

　こうした取組を通じて、林業の成長産業化と森林の適切な経営管理を実現するためには、生産・
流通・経営管理面でのイノベーションに取り組み、魅力ある林業の実現を目指す者を育成してい
くことが必要

　第Ⅰ章では、林業の成長産業化等に不可欠な林業経営体や、林業従事者の動向、林業への就業
が期待される学生等の意識調査に加え、魅力ある林業の実現につながるイノベーションの事例等
について紹介

1．森林・林業・木材産業のイノベーションの必要性

加工→家庭
やオフ

ィス、地
域へ！

●公共建築物

収穫する

適材適所で使う

間伐

下刈り

主伐二度目の
間伐 植林

バランスのとれた
状態

バランスのとれた
状態

育てる

植
え
る

●住宅・一般建築物

●木製品

飲料容器
印刷用紙

●間伐材を使った
　紙製品

●木質バイオマス

O2

O2

CO2

CO2

●建設土木資材

＜林業の成長産業化と森林の適切な管理に向けて＞
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第Ⅰ章　今後の森林の経営管理を支える人材

　林業経営体（森林組合、民間事業体、林家等）の総数は減少する一方、林業産出額が2010年4,224
億円から2015年4,550億円へと増加し、１万㎥以上の素材生産を行った林業経営体も361経営
体から524経営体となるなど拡大傾向

　本項では、林業経営体について、森林組合、民間事業体、林家等別の状況やイノベーションに
向けた取組事例等について紹介

（1）森林組合の現状

　森林組合数は2011年の672組合から2016年は624組合に減少、総事業費取扱高は2,643
億円から2,695億円に増加しており、事業規模は拡大

　森林組合は我が国の森林整備の中心的な担い手として植林、下刈等の受託面積の約６割を占め
るほか、主伐を含めた素材生産量は近年大幅な伸びを示しており、原木流通においても大きな役
割

　また、「提案型集約化施業」等による森林施業の集約化に取り組んでおり、そのために必要とな
る森林施業プランナー等の人材も多く在籍

　一方で、総事業費取扱高が１億円未満と平均の４分の１に満たない森林組合が約２割存在する
ほか、専従職員がいない森林組合も存在。常勤理事の平均年齢は約68才、女性理事の割合が0.4％
であるなどの課題も存在

　また、森林組合の約９割が人手不足であり、求人に際して応募者数が求人数を下回ったものも
約４割となっている（※）

　小規模な森林組合を中心として事業・組織の再編等による基盤強化等が必要な状況

 ※「緑の雇用」を利用した林業経営体に対するアンケート結果による

2．林業経営体の動向

森林組合による素材生産量の推移

　注：計の不一致は四捨五入による。
資料：林野庁「森林組合統計」
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第Ⅰ章　今後の森林の経営管理を支える人材

（２）民間事業体の現状

　民間事業体は2015年現在2,456経営体となっており、素材生産を行う事業体の多くは経営
規模の拡大を希望しているほか、資金面でも信用保証の実績が2012年度からの５年間で約１割
増加するなど、生産規模の拡大の動きが活発

　民間事業体の規模別の生産性は、年間の素材生産量
が1,000㎥未満のものより、10,000㎥以上のもの
は10倍以上高くなっており、大規模化は生産性向上
の大きな一つの要因

　民間事業体には中小規模のものが多く、経営者があ
まり林業に従事していなかったり、後継者の確保が
課題となる一方で、独自に安全や再造林に関するガ
イドラインを作成し、循環可能な林業の実現に取り
組む者も存在するなど、事業体によって取組に幅が
ある

　このように、様々な状況の民間事業体が存在しており、後継者の確保や効率的な作業システム
の普及、安定的・効率的な原木の供給が課題

（３）林業経営体のイノベーションに向けた取組

　現在の木材生産にかかるコストについて、50年生のスギをイメージすると、94万円/haの山
元立木価格では、造林から保育までに要する費用である121万円をまかなうのが難しい状況

　また、我が国の伐出・運材等のコストは海外と比べて
割高との研究結果

　このため、スマート林業や生産流通構造改革等による
コストの低減、新たな木材需要の開拓による丸太価格の
上昇が必要

　これにより、山元への利益の還元を進めるとともに、
林業経営体の適正な利益の確保、さらには林業従事者の
労働条件の向上につなげていくことも可能

　近年は、ICTの活用などイノベーションの萌芽といえ
るような成果を出す林業経営体の事例もあり、こうした
成果を全国に広げていくことが必要

注１： 生産性とは、素材生産量を投下労働量（常雇い＋臨時
雇い）の従事日数で除した数値。

　２：民間事業体とは、株式会社、合名・合資会社、合同会
社、相互会社。

資料：農林水産省「2015年農林業センサス」(組替集計)
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第Ⅰ章　今後の森林の経営管理を支える人材

（４）林家、苗木生産事業者等の現状

　法人化していない家族経営体は、2010年の125,136経営体から2015年は77,692経営体
に減少

　約７千世帯程度と推計される「自伐林家」は、自家保有山林において約173万㎥を生産しており、
地域の森林・林業を支える中核となる者も存在

　主伐後の再造林に不可欠な苗木生産事業者は全国で約850事業体と減少する一方、苗木生産
は2013年の約5,600万本から2016年には約6,000万本に増加

　コンテナ苗の生産量は増加傾向だが、コンテナ苗の生産には裸苗とは異なる生産技術が必要で
あり、生産技術の向上のための講習会等が開催

　＜事例＞ 
  各地での取組
＜スマート林業＞
　・   鹿児島県森林組合連合会は災害を受けた森林の被害調査にドローンを用いる取組を進めており、調査

人員を半減する等の効果

　・   岡山県の有限会社杉産業は一本の丸太の付加価値が最大となるような採材を自動で行うソフトを搭載
したハーベスタの導入等により収益力向上と生産量増加を実現

＜生産流通構造改革＞
　・   青森県森林組合連合会は大型工場への積極的な営業活動や船便も用いた材の直送の取組により原木の

取扱量を10年間で５倍に増加

　・   長野県の北信州森林組合では原木の生産流通段階において ICTを活用した生産管理手法を導入し、販
路の確保や運送手段の最適化に取り組み

　・   東京都世田谷区の伊佐ホームズ（株）では、ICTの活用により、プレカット工場、製材工場、山元と
ともに、川上から川下までを結ぶプラットフォームを構築

　＜事例＞ 
  各地での取組
＜自伐林家の取組＞
　・   福井県福井市の八杉健次氏は集落ぐるみでの木材生産計画づくりや林業技術の指導に取り組み、地域

の森林整備を促進し、間伐材生産量を大幅に増大

＜コンテナ苗＞
　・   宮崎県宮崎市の長倉樹苗園では、コンテナ苗の生産において従来秋期に限定されていた穂木の植付を

一年中可能とする新技術の開発に取り組み
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（１）林業従事者の動向

　林業従事者数については、総数は減少して
おり、個別には、伐木・造材・集材従事者は
近年増加傾向にある一方で育林従事者の減
少傾向は継続

　今後、森林資源の成熟により更なる事業量
の増加が見込まれることから、林業従事者の
確保とともに、新たな技術や考え方の導入等
により生産性を向上させていくことも重要

（２）学生や林業就業者へのアンケート

【学生へのアンケート結果】

　森林・林業・木材産業を学ぶ学生等を対象としたアンケートを実施、大学生等では森林・林業・
木材産業に関わる職業の志望者、公務員の志望者が約４割

　就業先について学生等が重視する項目と
しては、「仕事内容・やりがい」の割合が最
も高く、次に「給与・賞与の水準」と回答

　自分に不足していることとしては、多く
の者が「航空レーザー測量や ICT等の新た
な林業関連の技術」、「現場作業に関するこ
と」と回答

【就業者へのアンケート結果】（※）
　  ※ 「緑の雇用」を利用した林業就業者に対するアンケート結

果による

　「緑の雇用」研修生を対象としたアンケー
トを実施、高等学校卒業者が６割を占める
一方、大学等の卒業者も約２割

第Ⅰ章　今後の森林の経営管理を支える人材

３．林業従事者の動向

（単位：人）

2005年 2015年
2005年を
100とした
場合の割合

林業従事者 52,173 45,440 87
育林従事者 28,999 19,400 67
伐木・造材・集材従事者 18,669 20,910 112
その他の林業従事者 4,505 5,130 114

（参考）生産工程従事者 9,969,118 7,679,870 77
資料：総務省「国勢調査」

林業従事者数の推移

学生等が就業先を選ぶに当たって重視する情報

0 20 40 60 80（％）

仕事内容・やりがい
給与・賞与の水準

就業時間・休暇制度
職場の雰囲気
福利厚生

仕事と生活の両立への配慮
業績・経営の安定度

技術力・サービス力・社会的意義
昇給・昇進制度

研修・能力開発支援
沿革・経営理念・社風
業界シェア・知名度 5.8

10.1
11.1
11.7
17.0

26.0
40.6
42.4

62.6
60.7

69.2
74.5

学生等の就業希望先

（うち森林・林業に
関わる職業）
30.9%

民間事業者（森林・林業・
木材産業に関わる職業）

40.7％

公務員（森林・林業・
木材産業に関わる部門。
研究者を除く。）
36.9%

研究者
11.9%

その他
10.6%

（うち木材産業
に関わる職業）
9.8%

資料：林野庁アンケート調査

資料：林野庁アンケート調査
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　就業の決め手に対する回答として「仕
事内容が自分の希望と一致した」とした
者が約４割。就業の障害に対する回答と
して「待遇の面で条件が合わない」とした
者が４割弱であり、学生へのアンケート
の結果と整合

（３）�林業の労働条件の向上に向
けた取組

　学生や林業従事者へのアンケートでは
仕事の内容ややりがいとともに労働条件
に関心があるとの傾向

　「緑の雇用」事業によりこれまで約18,000人が林業に新規就業した結果、雇用数の維持や若年
者率が17％に向上し平均年齢の若返りにも貢献

　「緑の雇用」事業により林業経営体に就職した林業従事者の定着率は３年経過時点で約７割と、
全産業の事業所規模30人未満（新規高卒）の定着率約４割と比べても高い水準

　一方、求人を行った林業経営体の約４割が求人数に対し応募者数が下回ったほか、賃金の水準
も全産業平均と比べると必ずしも高くない状況であり、10年目の定着率は５割を切るなど一定
期間の在職後に離職に至る者も存在

　また、林業の労働災害発生率（死傷年千人率）は32.9と、全産業の2.2と比べて高水準であり、
2017年の労働災害による死亡者も40人発生

　新規就業者を獲得し定着させていくためには、労働条件の向上により、安全で働きやすく魅力
ある職場づくりを進め、林業における働き方改革を行っていくことが重要

（４）女性の就業状況

　林業従事者の確保のためには、林業現場における多様な働き方を実現す
ることが必要であり、こうした対応を通じた林業への女性の就業を進めて
いくことも重要となっているが、女性の林業従事者は減少傾向

　女性の参画促進のため、ライフスタイルに配慮した就業環境の整備や高
性能林業機械の導入の促進等、労働環境の改善に向けた様々な取組を進め
ていくことが重要

第Ⅰ章　今後の森林の経営管理を支える人材

0 10 20 30 40（％）

待遇の面で条件が合わない

都会のような利便性の
高い生活が送れない

家族の反対が強い、
教育・医療等の家庭の事情

業務内容が自分の
希望する内容と異なる

地方での生活（移住を含む）
に自信が持てない

その他

35.0

17.2

13.3

10.5

5.4

30.1

就業の障害となった事項

　＜事例＞ 
  各地での取組
＜モチベーションアップへの取組＞
　・   宮崎県えびの市の株式会社松田林業では、月給制の導入や技能手当、決算手当の支給に加え、休暇制

度の整備を行っており、従業員の定着や生産性の向上を実現

＜スキルアップへの取組＞
　・   鳥取県では、2017年３月「とっとり林業技術訓練センター（愛称：Gut Holz）」を開所、素材生産量

を増やしながら林業労働災害を大幅に減少させたオーストリアを参考に、伐倒技術の基礎訓練の実施
に取り組み

資料：「緑の雇用」アンケート
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　＜事例＞ 
  各地での取組
＜女性の視点を活用する取組＞
　・   高知県四

し

万
まん

十
と

町
ちょう

の（株）はまさき（濱崎康子取締役）では、女性の従業員を積極的に雇用。女性従業員
の視点や、女性同士のチームワークが現場作業の効率化をもたらすとの考えから、女性のみの作業班
の設置の取組を推進

　・   学生や様々な職業の女性たちから成る、森林・林業に関心を持つ女性のネットワークである「林業女
子会」は、2018年11月現在、全国で24グループが結成されている

第Ⅰ章　今後の森林の経営管理を支える人材

（１）行政機関の職員

　この10年間の林務担当職員の数は、市
町村では微減、都道府県は１割以上の減少

　市町村では森林経営管理制度の運用に当
たり、地域林政アドバイザー等の活用によ
り、体制の充実が必要

　市町村の森林づくりの構想・実行等を技
術面で支援する森林総合監理士（フォレス
ター）の育成を推進

　国有林野事業の職員が森林・林業の専門
家として、地域において指導的な役割を果
たすことが期待

　森林技術総合研修所では、2018年度に
地方公共団体職員等を対象に77コースの
研修を実施

（２）研究機関の研究者等

　国立研究開発法人森林研究・整備機構森
林総合研究所のほか、都道府県における森
林・林業・木材に関する研究機関が存在し
森林・林業・木材産業に関する研究・開発
を実施

　森林総合研究所は、産官学連携の「橋渡
し」機能を強化

４．行政機関、研究機関、教育機関等における人材の動向

（単位：人）

2007年 2017年
都　道　府　県 9,268 7,902

市　　町　　村 3,269 3,045
　注：林業部門の林業一般の職員数。
資料：総務省「地方公共団体定員管理調査」

都道府県、市町村の林務担当職員数

（単位：人）

2014年度 2018年度
フォレスター登録数 461 1,274

都道府県の職員 402 1,017

国の職員 49 202

その他 10 55
資料：林野庁研究指導課調べ。

森林総合監理士（フォレスター）の登録者数

森林技術総合研修所で行われる
地方公共団体職員等を対象とした研修の例

（2018年度）

研修名 対象者

市町村林務担当者
（実務）

市町村林務担当職員及び地域におけ
る市町村林務行政のアドバイザーと
なり得る者

森林総合監理士育成 地方公共団体職員、森林管理局職員、
林業事業体職員等

資料：林野庁経営課調べ。

（単位：人）

2007年 2017年
森林総合研究所 445 418

都道府県 588 507
　注：各年４月１日現在の人数。
資料：林野庁「森林・林業統計要覧」

森林総合研究所及び都道府県の研究機関における研究者数



10

（３）教育機関等における人材育成

　森林・林業を学べる教育機関は、特に近
年増加しており、全国には2018年４月
現在、28の森林・林業に関わる大学と17
の林業大学校等、72の森林・林業に関す
る科目・コースを設置している高校が存
在

　これらの教育機関においては、新たに森
林・林業・木材産業に就業する者の育成
のほか、社会人教育に果たす役割も期待

　木材需要に応じた生産・供給を行う
サプライチェーンを構築するためには、
木材流通に関わるコーディネーター役
を担う者が必要

　木材需要の創出に当たっては、CLT
等の新たな部材の開発、非住宅建築物
の木造化に係る設計等、様々な取組に
携わる人材の育成・確保が課題

　また、医療・福祉、観光、教育等の
分野と連携し、国民の価値観やライフ
スタイルの変革の動きに合わせた森林
空間の利活用を通じて、新たな森と人
との関わりを創り出す「森林サービス
産業」等の新たな分野の展開が有望

　森林・林業・木材産業を支える技術
者の資格として、技術士等が存在する
ほか、それぞれの分野においても、森
林インストラクターや樹木医等の資格
があり、地域における技術の向上や普
及を担う重要な役割

５．森林・林業・木材産業や木材の利用に関わる人材

第Ⅰ章　今後の森林の経営管理を支える人材

府県 名称 府県 名称
岩手県 いわて林業アカデミー 兵庫県 兵庫県立森林大学校

秋田県 秋田県林業研究研修セン
ター 和歌山県 和歌山県農林大学校

山形県 山形県立農林大学校 島根県 島根県立農林大学校
群馬県 群馬県立農林大学校 徳島県 とくしま林業アカデミー
福井県 ふくい林業カレッジ 高知県 高知県立林業大学校
長野県 長野県林業大学校

熊本県
公益財団法人熊本県林業従
事者育成基金（熊本県林業
労働力確保支援センター）岐阜県 岐阜県立森林文化アカデ

ミー
静岡県 静岡県立農林大学校 大分県 おおいた林業アカデミー

京都府 京都府立林業大学校 宮崎県 みやざき林業青年アカデ
ミー

　注： 学校教育法に基づく専修学校や各種学校、県の研修機関で、修学・研修
期間は１～２年間であるものを、府県が「林業大学校」等として設置し
ている。

資料：林野庁研究指導課調べ。

全国の林業大学校等一覧

森林・林業・木材産業に関わる様々な資格と有資格者数
（単位：人）

有資格者数 概要
技術士
（森林部門） 1,398 技術士法に基づき、高度な知識と応用能力が認められた技術者としての国家資格。

林業技士 13,447 
森林・林業に関する専門的技術者の資格認定・登
録制度。「森林土木｣、「林業経営」、「林産」など
８部門からなり、（一社）日本森林技術協会が実施。

森林情報士 815 

空中写真やリモートセンシングからの情報の解析
技術等に対応できる専門技術者を養成することを
目的とした資格認定・登録制度。（一社）日本森林
技術協会が実施。

木材接着士 4,340 
木材及び木質原材料等の接着の確実性と接着製品
の品質の安定確保のため、（公社）日本木材加工技
術協会が実施。

木材乾燥士 2,598 
木材及び木質原材料等の乾燥作業の適正を図り、
木質製品の品質安定を確保するため、（公社）日本
木材加工技術協会が実施。

木材保存士 721 
木材保存に関する知識の習得と木材保存処理技術
や管理技術の向上を図るため、（公社）日本木材保
存協会が実施。

森林インス
トラクター 3,112 

森林を利用する一般の人に対して、森林や林業に
関する知識や技術を伝えるとともに、森林内での
野外活動を行う者の資格認定・登録制度。（一社）
全国森林レクリエーション協会が実施。

樹木医 2,661 

巨樹、古木林等の保護・保存のため、樹勢回復、
樹木の保護管理に係る専門家の資格認定制度。（一
財）日本緑化センターによる樹木医資格認定事業
により実施。

注１： 技術士（森林部門）の有資格者数は、（公社）技術士会への登録者数（2018年３
月現在）。

　２： 林業技士、森林情報士の有資格者数は、（一社）日本森林技術協会への登録者
数（林業技士は2018年３月現在、森林情報士は2018年９月現在）。

　３：木材接着士、木材乾燥士の有資格者数は、（公社）日本木材加工技術協会への
登録数（2019年３月現在）。

　４：木材保存士の有資格者数は、（公社）日本木材保存協会への登録者数（2018年
３月末現在）。

　５：森林インストラクターの有資格者数は、（一社）全国森林レクリエーション協
会への登録者数（2018年２月末現在）。

　６：樹木医の有資格者数は、（一財）日本緑化センターへの登録者数（2017年12
月現在）。

資料：林野庁調べ。

木造で建設された消防庁舎（岩手県住田町）
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第Ⅰ章　今後の森林の経営管理を支える人材

　林業の成長産業化と森林の適切な管理を実現するためには、拡大が見込まれる事業量に林業経
営体が対応していくことが不可欠。特に人口減少社会が到来する中、林業従事者の確保のみでは
なく生産性向上に取り組むことが必要

　林業経営体には生産性の低い者も多いなど様々な課題がある一方で、効率的な経営を実現して
いる者も存在

　ICTを活用したスマート林業の実現による生産現場の効率化や、川上・川中・川下の連携の強
化による流通全体の効率化、付加価値の向上といったイノベーション事例の全国展開・普及が必
要

　こうした取組により、林業を魅力ある職場として、林業従事者の確保へつなげていくことも重
要

　また、林業に従事する者の多様な希望に応えるためには、人材育成の方向性として、現場のス
キルの向上、マネジメント能力の向上等といった研修の体系や資格取得の道筋を示す必要

　さらには、森林・林業・木材産業に既に関わっている者の
育成に加えて、外部の視点や人材を活用し、他産業にも取り
入れられつつある技術・情報のイノベーションを林業の分野
に取り込んでいく必要

６．森林の経営管理を担う林業経営体や人材の育成のために

　＜事例＞ 
  各地での取組
＜森と街をつなぐ人材の育成＞
　・   兵庫県丹

たん

波
ば

市のNPO法人サウンドウッズでは、森と街をつなぐ人材の育成として、2010年より木
材コーディネート基礎講座を実施しており、育林、素材生産、製材加工、建築部材としての木材利用、
関係者との連携等の川上から川下まで一連の内容について実習等により習得、これまで同講座を約
100名が修了し様々な現場で活躍

＜新たな木材需要の拡大＞
　・   大分県の佐

さ

伯
いき

広域森林組合では、同組合が生産する地域材を使用した「木造大型パネル」を地域工務
店のオーダーで製造する事業モデルにより、地域材の付加価値を向上

　・   岐阜県飛
ひ

騨
だ

市の（株）飛騨の森でクマは踊る（ヒダクマ）が、地域の広葉樹資源の有効活用に向け様々な
クリエーターを地域に呼び込み商品開発等を実施
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（１）我が国の森林の状況と多面的機能

　森林は、国土保全、水
源涵

かん

養、地球温暖化防止
等の多面的機能を通じ
て、国民生活・国民経済
に貢献

　森林面積は国土面積の
３分の２
　　このうち約４割を占め
る人工林は、半数が50
年生を超え、本格的な利
用期に

　森林蓄積は人工林を中心に年々増加し、2017年３月末時点で約52億㎥

（２）森林の適正な整備・保全のための制度

　森林の有する多面的機能を持続的に発揮
させるため、森林・林業基本計画等を策定

　2018年10月には、森林経営管理制度
の促進、流木対策の推進等の記述を盛り込
んだ、新たな全国森林計画を策定

１．森林の適正な整備・保全の推進

第Ⅱ章　森林の整備・保全
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34
19 16 13  10 9

172216

1966年度

2017年3月末現在2017年3月末現在

人工林の齢級構成の変化

　注：齢級は林齢を５年の幅でくくった単位。植栽した年を１年生として、１～５年生が「１齢級」。
資料：林野庁「森林資源の現況」（2017年３月末現在）、林野庁「日本の森林資源」（1968年４月）

区分 計画量

伐採立木材積
（百万㎥）

主　伐 377

間　伐 444

計 822

造林面積
（千ha）

人工造林 1,028

天然更新 958

林道開設量 （千km） 62

保安林面積 （千ha） 13,010

治山事業施行地区数 （百地区） 323

間伐面積（参考） （千ha） 6,784

注１：計画量のうち、「保安林面積」は計画期末（2033年度末）の面積。
それ以外は、計画期間（2019年４月１日～2034年３月31日）の総
量。

　２：治山事業施行地区数とは、治山事業を実施する箇所について、尾根
や沢などの地形等により区分される森林の区域を単位として取りま
とめた上、計上したもの。

資料：「全国森林計画」（2018年10月）

新たな全国森林計画における計画量
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第Ⅱ章　森林の整備・保全

（３）森林経営管理制度

　森林経営管理法が成立し、「森林経営管理制度」が2019年４月からスタート

　市町村が主体となって、適切な経営管理が行われていない森林について、意欲と能力のある林
業経営者や市町村に集積・集約化を図るほか、所有者不明森林等についても管理できるようなこ
れまでとは大きく違ったスキーム

　森林の地籍調査の進捗は45％に留まっているほか、所有者不明森林の割合も28％を超えて
いる状況であり、所有者不明森林等の経営管理に必要な権利を取得できる制度を措置

　森林・林業施策の展開に向けた体制が十分ではない市町村も多く「地域林政アドバイザー」制
度の活用等により体制整備を推進

　国民一人ひとりが等しく負担を分かちあって我が国の森林を支える仕組みとして、2019年度
から、森林環境税及び森林環境譲与税が創設

　森林環境税及び森林環境譲与税は、新たに市町村が担うこととなる森林の公的な管理を始めと
する森林整備等の財源

　森林整備のほか、人材育成・
担い手の確保、都市部の自治
体における木材利用の促進
や普及啓発等「森林整備及び
その促進に関する費用」に充
当

経営管理権
森林所有者の委託を受けて伐採等を実施する
ために市町村に設定される権利

○意欲と能力のある林業経営者に
　林業経営を再委託

○市町村による間伐等の実施
　（市町村森林経営管理事業）

経営管理実施権
市町村の委託を受けて伐採等を実施するために民間事業者に
設定される、経営管理権に基づく権利

森
　林
　所
　有
　者

市
　町
　村

意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
者

経営管理権の設定
（意向・申出）

経営管理権
集積計画

経営管理実施権
配分計画

意向調査

経
営
管
理
の
責
務
を
明
確
化

（
適
時
の
伐
採
・
造
林
・
保
育
の
実
施
）

林業経営に適した森林 経営管理実施権
の設定

自然的条件に照らして
林業経営に適さない森林所有者不明森林等にお

ける経営管理権の設定
にあたっての特例を措置

都道府県による市町村の事務の
代替執行も措置。

経営管理受益権

経営管理受益権

経営管理受益権

公表

都
道
府
県

経営管理実施
権の設定を希望
する民間事業者
を公募・公表 公募

信
用
基
金
に
よ
る
経
営
の
改
善
発
達
に
係
る
助
言
等

林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
の
償
還
期
間
の
延
長

国
有
林
野
事
業
に
お
け
る
受
託
機
会
増
大
へ
の
配
慮

【支援措置】

森林経営管理制度の概要

2024年度から施行 2019年度から施行

公　益　的　機　能　の　発　揮

市　　　　　　町　　　　　　村　　　　

私有林人工林面積（林野率により補正）、林業就業者数、人口により按分

インターネットの利用等
により使途を公表

インターネットの利用等
により使途を公表

● 市町村の支援 等

● 間伐（境界画定、路網の整備等を含む）
● 人材育成・担い手確保
● 木材利用促進、普及啓発　等

地球温暖化
防止機能

災害防止・
国土保全機能 水源涵養機能

等

国
交 付 税 及 び 譲 与 税 配 付 金 特 別 会 計

都　　 道　　 府　　 県　　　　

市　　　　　　町　　　　　　村　　　　

 注 ： 一部の団体においては超過課税が実施されている。

個
人
住
民
税

均
等
割

賦
課
決
定

  道  府  県  民  税      1,000 円 / 年

  市  町  村  民  税　   3,000 円 / 年

納 税 義 務 者
約 6,200 万人

国
税  

森 林 環 境 税 1,000 円 / 年
( 賦課徴収は市町村が行う )

森   林   環   境   譲   与   税  

都　　 道　　 府　　 県　　　　

森林環境税及び森林環境譲与税の
制度設計イメージ

資料：林野庁計画課作成
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第Ⅱ章　森林の整備・保全

（４）研究・技術開発と普及の推進

　国、都道府県、研究機関等が連携して、森林の多面的機能の発揮、林業の発展、林産物の供給
及び利用の確保、造林の低コスト化等に向けた研究・技術開発を実施

　研究・技術開発の成果等は、林業普及指導員を通じて地域に普及

（１）森林整備の推進状況

　森林の多面的機能の発揮のため、資源の適切な
利用とともに、主伐後の再造林や間伐等の着実な
実施が必要

　森林所有者等による主伐後の再造林、間伐、路
網整備等に対して、「森林整備事業」により支援

（２）再造林等の推進に向けた取組

　主伐後の再造林を推進するため、造林の低コスト化と苗木の安定供給が一層重要に

　低コスト化に資する「伐採と造
林の一貫作業システム」の導入や
それに必要な「コンテナ苗」の生産
拡大、第二世代精英樹（エリート
ツリー）の開発、早生樹の利用に
向けた取組等を推進

　2018年４月には｢スギ花粉発生
源対策推進方針｣を改正し、スギの
花粉症対策苗木の生産拡大など、
花粉発生源対策を積極的に推進

（３）社会全体で支える森
も

林
り

づくり

国民参加の森
も

林
り

づくり

　NPOや企業等による森林づく
り活動が拡大、近年は経済界も林
業の成長産業化を通じた地方創生
に期待

　森林内での様々な体験活動を通
じた森林環境教育により森林・林
業に関する理解を醸成

２．森林整備の動向

国有林民有林
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（単位：万ha）

作業種 民有林 国有林 計

更新
人工造林 2.2 0.8 3.0
うち樹下植栽 0.3 0.3 0.6

保育等の
森林施業

40 16 55
うち間伐 30 11 41

注１：間伐実績は、森林吸収源対策の実績として把握した数値。
　２：計の不一致は四捨五入による。
資料：林野庁整備課、業務課調べ。

森林整備の実施状況（2017年度）
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スギの花粉症対策苗木の生産量の推移

企業による森
も

林
り

づくり活動の実施箇所数の推移

資料：林野庁整備課調べ。

資料：林野庁森林利用課調べ。
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　＜事例＞ 
  森林育成体験サービスを提供する林業事業体の取組

　東京都檜
ひの

原
はら

村
むら

を拠点に多様な事業活動を展開している株式会社東京チェ
ンソーズは、社有林の一部を開放し、主に個人向けの森林育成体験のサー
ビスを提供している

　同社の提供するプログラムは、個人等が再造林の費用の一部を出資し、
３本の苗木を植栽するとともに、30年間に渡って木の育成に関わること
を通じて、次世代の森林の育成に貢献するという長期の体験サービス

　代表の青木亮輔氏は、新たな林業の付加価値を創造し、補助金のみに頼
らない林業を目指していきたいとしている

　＜事例＞ 
  「海岸防災林の生育基盤盛土造成のためのガイドライン（案）」を取りまとめ　

　林野庁は、東日本大震災以降に被災地等で行われた施工実
態を踏まえ、「海岸防災林の生育基盤盛土造成のためのガイ
ドライン（案）」として取りまとめた

　津波で被災した海岸防災林において、津波により根返りし
流木化する事象がみられたため、植栽木の根が健全に発達す
ることが可能な盛土の施工方法について分析したもの

　今後、ガイドライン（案）の活用により、津波による根返り
のしにくい海岸防災林の造成を全国で推進していくこととし
ている

第Ⅱ章　森林の整備・保全

植樹活動の様子

（１）保安林等の管理及び保全

　公益的機能の発揮が特に要請される森林を「保安林」に指定し、伐採、転用等を規制するほか、
保安林以外の森林が転用される場合も「林地開発許可制度」で適正な利用を確保

（２）治山対策の展開

　山地災害危険地区の的確な把握、荒廃森林の整備、
海岸防災林の整備など、総合的な治山対策を推進

　山地災害が発生した場合には、迅速な調査、災害
復旧事業等の対応を実施

　2018年には、豪雨や地震等の激甚な災害の発生を
踏まえ、全国の山地災害危険地区等において重要イ
ンフラの機能確保に向けた緊急点検を実施

３．森林保全の動向

流木捕捉式治山ダムの設置状況
（滋賀県大津市瀬田川上流）

生育基盤土の造成風景



16

　＜コラム＞ 
  「平成30年７月豪雨を踏まえた治山対策検討チーム」中間取りまとめの概要
　平成30年7月豪雨による山腹崩壊の発生メカニズムの分析等を行い、効果的な治山対策の在り 
方を検討

　今回の山地災害が、長時間に及んだ豪雨により、ぜい弱な地質地帯において、コアストーン等の巨
石の流下等が発生していたことを踏まえ

　①ソフト対策の強化
　② コアストーンを含む巨石や土石流への
対策

　③ ぜい弱な地質地帯における山腹崩壊等
対策

　④流木対策

　等を地形や地質などの条件に応じて組み
合わせて効果を発揮させる「複合防御型
治山対策」を推進することとしている

第Ⅱ章　森林の整備・保全

（３）森林における生物多様性の保全

　「生物多様性国家戦略2012-2020」（2012年）を踏まえ、適切な間伐等や多様な森林づくり、
原生的な森林生態系の保護・管理等を推進

　世界遺産、ユネスコエコパーク等においても森林の厳格な保護・管理等を推進
　　また、2019年2月に｢奄

あま

美
み

大
おお

島
しま

、徳
とく

之
の

島
しま

、沖
おき

縄
なわ

島
じま

北部及び西
いり

表
おもて

島
じま

｣を自然遺産として世界遺産
一覧表へ記載するための推薦書をユネスコへ再提出

（４）森林被害対策の推進

野生鳥獣被害対策

　近年、野生鳥獣による森林
被害面積は減少傾向にある
も、依然として深刻
　　2017年度には約6,400ha
の森林で被害が発生、約４分
の３がシカによる被害

　防護柵の設置等による被害
の防除、捕獲による個体群管
理等を総合的に推進

複合防御型治山対策の推進
渓流の特性や、地形、脆弱な地質の分布状況等に応じて、

各対策を有機的に組み合わせて効果的に実施

巨石等への対策・流木対策

ソフト対策の強化

治山ダムを階段状に設置
必要に応じた航空緑化工の採用等

保安林の適正な配備
間伐等による根系等の発達促進
土留工等のきめ細かな施工

脆弱な地質地帯における山腹崩壊等対策

流木捕捉式治山ダムの設置等による流木対策の実施
ワイヤーによる巨石の固定や流下エネルギーに対応したワイヤーネットによる
防護工、治山ダムの整備
既設治山ダム等に異常堆積している土石・流木の排土・除去

航空レーザ計測等の活用、地域住民等との連携等による山地災害危険地区
等の定期点検の実施
山地災害発生リスクに関する情報の周知徹底　　　　　
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主要な野生鳥獣による森林被害面積の推移

注１：国有林及び民有林の合計。森林管理局及び都道府県からの報告に基づき集計。
　２：森林及び苗畑の被害。
　３：計の不一致は四捨五入による。
資料：林野庁研究指導課、業務課調べ。
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その他の森林被害対策

　松くい虫被害は減少傾向も、最大の
森林病害虫被害
　　抵抗性マツの苗木生産、薬剤等に
よる「予防対策」や、被害木くん蒸等
の「駆除対策」等の取組を実施

　森林保険制度は、火災、気象災及び
噴火災により森林に発生した損害を
塡補する総合的な制度であるが、加入率の低下が課題

（１）持続可能な森林経営の推進

　2015年の世界の森林面積は40億ha（陸地面積の約31％）で、森林面積の減少は減速傾向

　国際的な枠組みでの違法伐採対策として、APECの「違法伐採及び関連する貿易専門家グルー
プ（EGILAT）」に参加し、情報共有や意見交換、関係者の能力開発等の取組を、APECエコノミー
と協力して実施

　森林認証は、国際的なFSC
認証とPEFC認証、我が国独
自のSGEC認証（2016年に
PEFC認証と相互承認）等が
我が国の森林の１割程度で取
得されている

　2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会にお
ける木材調達も、森林認証取
得への後押しに

（２）地球温暖化対策と森林

　「気候変動枠組条約」等の国際的枠
組みの下で推進

　先進国、開発途上国を問わず全て
の締約国が参加する法的枠組みであ
る「パリ協定」が2016年に発効

　2018年12月にポーランドで開
催されたCOP24において同協定の
実施指針が採択され、引き続き我が
国の森林吸収量が適切に評価される
規定が合意

４．国際的な取組の推進

第Ⅱ章　森林の整備・保全

野生鳥獣被害対策の例

防護柵による被害防除 小型囲いわなによる捕獲

資料：FSC及びSGEC/PEFC-Jホームページより林野庁企画課作成。
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「パリ協定」の概要
 パリ協定とは

○	開発途上国を含む全ての国が参加する2020年以降の国際的な温暖化対策の法的
枠組み。

○	2015年のCOP21（気候変動枠組条約第21回締約国会議）で採択され、2016年
11月に発効。

 森林関連の内容（協定5条）
○	森林等の吸収源及び貯蔵庫を保全し、強化する行動を実施。
○	開発途上国の森林減少・劣化に由来する排出の削減等（REDD＋）の実施及び支援
を奨励。

 協定の内容
○	世界全体の平均気温上昇を工業化以前と比較して2℃より十分下方に抑制及び
1.5℃までに抑える努力を継続。

○	各国は削減目標を提出し、対策を実施。
	 （削減目標には森林等の吸収源による吸収量を計上することができる）
○	削減目標は5年ごとに提出・更新。
○	今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出と吸収の均衡を達成。
○	開発途上国への資金支援について、先進国は義務、開発途上国は自主的に提供す
ることを奨励。

資料：林野庁森林利用課作成。
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　「地球温暖化対策計画」（2016年５月）に掲げる温室効果ガス削減目標の達成に向け、間伐等の
森林整備の実施や地域材の利用等の森林吸収源対策を着実に実施する必要

　開発途上国の森林減少及び劣化に由来する排出の削減等（REDD＋）の取組や、政府の「気候変
動適応計画」（2018年11月）等に基づく適応策を推進

（３）生物多様性に関する国際的な議論

　2018年10月末現在、我が国を含む194か国、欧州連合（EU）及びパレスチナが「生物多様性
条約」を締結、我が国は遺伝資源へのアクセスと利益配分に関する「名古屋議定書」の98か国目
の締約国
　　2018年11月にはエジプトでCOP14を開催

（４）我が国の国際協力

　技術協力や資金協力等の二国間協力、国際機関を通じた多国間協力等により、持続可能な森林
経営の推進等に貢献

　「日中民間緑化協力委員会第19回会合」（2018年７月、中国）等を開催し、協力を推進

第Ⅱ章　森林の整備・保全
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（１）林業生産の動向

　2017年の林業産出額は、前年
比３％増の4,859億円で、2002
年以降で最も高い水準
　　木材生産の占める割合は2002
年以降は５割程度で推移

　国産材素材生産量は、近年は増
加傾向で推移し、2017年には
2,141万㎥
　　樹種別ではスギ57％、ヒノキ
13％、カラマツ11％、広葉樹
10％

（２）林業経営の動向

　「2015年農林業センサス」によると、林家
83万戸のうち保有山林面積が10ha未満の林
家が88％を占め、小規模・零細な所有構造

　林家による施業は現在は保育作業が中心

　2017年度税制改正により、一定の要件を
満たす山林の相続税を納税猶予の対象とする
などの拡充を実施

（３）林業経営の効率化に向けた取組

施業の集約化等

　効率的な作業システムにより生産性向上を図るためには、複数の所有者の森林を取りまとめ、
路網整備や森林施業を一体的に実施する「施業の集約化」が必要

　提案型集約化施業を担う「森林施業プランナー」の育成、森林経営計画制度の現場の状況に応
じた運用等を通じて、施業の集約化を推進

　2019年４月からの本格運用に向け、所有者や境界の情報等を一元的に取りまとめた林地台帳
の整備を実施

　地籍調査の成果との連携や森林GIS等の活用を図りつつ、境界の明確化に向けた取組を実施

　ICTを活用した資源情報の整備、集約化に必要な調査や合意形成等を推進

１．林業の動向

第Ⅲ章　林業と山村（中山間地域）

林業産出額の推移

林家の数と保有山林面積
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資料：農林水産省「2015年農林業センサス」
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低コストで効率的な作業システムの普及

　森林資源が充実した区域等に
おいて、林道、林業専用道、森
林作業道をバランスよく組み合
わせた路網整備を推進

　高性能林業機械を活用した効
率的な作業システムを普及する
とともに、安全性や省力化等を
目指した林業機械を開発

　造林コストの縮減のため、「伐
採と造林の一貫作業システム」
の導入等を推進

　出材する丸太の質・量の把握
及び製材工場等との瞬時の情報
共有や、人工知能（AI）を用いた
丸太の検知など、ICTを活用した生産管理手法の開発等の取組が進展

（４）林業労働力の動向

　林業従事者は減少傾向も、「緑の雇用」事業により人材確保・育成を推進

　就業前の若手林業技術者の教育・研修機関を整備する動きが全国で活発化

　安全な労働環境の整備に向けた対策を推進

車
両
系
作
業
シ
ス
テ
ム

架
線
系
作
業
シ
ス
テ
ム

伐倒：チェーンソー

伐倒・造材：ハーベスタ 集材：フォワーダ

木寄せ：グラップル 造材：プロセッサ

伐倒：チェーンソー 造材：プロセッサ集材：タワーヤーダ等

我が国における高性能林業機械を使用した作業システムの例

　＜事例＞ 
  高校生を対象に林業労働安全を学ぶ出前授業を実施

　愛知県立田口高等学校林業科と岐阜県立岐阜農林高等学校森林科学科において、林野庁職員に 
よる林業労働災害や林業機械操作のシミュレーターを用いた出前授業を実施

　チェーンソー形コントローラーでは林業労働災害を、ハーベスタの操作シミュレーターではパソコ
ン上で伐採・玉切り等をバーチャルリアリティで疑似体験することが可能

　これら２つのシミュレーターは、林業大学校や森林組合等の安全教育での活用が徐々に広がってき
ている

VR体験シミュレーター（（株）森林環境リアライズ）ハーベスタシミュレータ（コマツ）

第Ⅲ章　林業と山村（中山間地域）
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（１）きのこ類の動向

　特用林産物は林業産出額の約５割を占
め、地域経済の活性化や雇用の確保に貢献

　特用林産物の生産額の９割近くがきのこ
類で、その生産量については近年はほぼ横
ばい

　きのこ生産者戸数は減少傾向

　きのこ類の消費拡大・安定供給等に向け
た取組を支援

（２）その他の特用林産物の動向

　木炭の生産量は長期的に減少傾向で推移

　竹材（竹紙等の原料）の生産量は2011
年以降増加傾向
　　2018年10月、林野庁は、竹の利活用
についての現状、利用拡大に向けたアプ
ローチ等について取りまとめた報告書「竹
の利活用推進に向けて」を公表

　国産漆の生産量は、国宝・重要文化財建
造物の保存修理に原則として国産漆を使用
する方針となったことを背景に、近年増加
傾向で推移

　薪の生産量は近年は５万㎥（丸太換算）前後で推移

２．特用林産物の動向

（万トン）

■ その他　　　■ エリンギ　■ まいたけ　　■ ぶなしめじ
■ えのきたけ　■ なめこ　　■ 生しいたけ　■ 乾しいたけ
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きのこ類生産量の推移

国産漆の生産量と自給率の推移

　＜事例＞ 
  地理的表示（GI）による国産木炭のブランド化に向けた取組（岩手県）

　2018年8月、地域ならではの特徴的な産品を知的財産として保護する地理的表示（GI）保護制度に、
「岩手木炭」が木炭として初の登録

　登録生産者団体は（一社）岩手県木炭協会で、「岩手木
炭」、「岩手切炭」、「IWATE CHARCOAL」の３名称で
登録

　県産原木の使用や独自に開発した窯の統一使用によ
る作業の基準化など、木炭の品質向上と安定化を図る
取組を実施

　国産木炭のブランド化による普及促進に期待

第Ⅲ章　林業と山村（中山間地域）

GI登録した木炭製品
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（１）山村の現状

　その多くが中山間地域に位置する山村は、
住民が林業を営む場であり、森林の多面的機
能の発揮に重要な役割
　　林業は、雇用の確保等を通じて山村の振興
に貢献しており、山村の活性化のためにも林
業の成長産業化が必要

　「山村振興法」に基づく振興山村は国土面積
の約５割、林野面積の約６割を占めるが、過
疎化・高齢化が進行し、里山林等の荒廃もみ
られる

　一方、山村の豊富な森林・水資源、景観、
文化等に対しては、都市住民から多くの関心

（２）山村の活性化

　「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018 改訂版）」等において、地方創生の基本目標達成の
ための施策の一つとして、林業の成長産業化が位置付けられ、森林資源の循環利用を図りつつ、
成長産業化を実現することが必要

　里山林等の保全管理を進めるためには、地域住民が森林資源を活用しながら持続的に里山林等
と関わる仕組みが必要
　　地域住民による里山林の保全管理や森林資源利用等の取組を支援

　都市との交流を促進するため、国有林の「レクリエーションの森」等の森林空間を観光資源と
して活用する「農泊」の取組や、環境教育、体験活動等の場として総合的に利用する取組を推進

　最近では、森林空間を積極的に活用したメンタルヘルス対策や健康づくりの場としての、新た
な森林空間利用のニーズが高まっている

　こうした流れを受け、多様な分野と連携し、国民の価値観やライフスタイルの変革の動きに合
わせた森林空間の利活用を通じて新たな森と人との関わりを創り出す「森林サービス産業」のキッ
クオフ・フォーラムを2019年２月に開催

３．山村（中山間地域）の動向

全国に占める振興山村の割合

過疎地域等の集落の状況

　注：「山間地」は、林野率が80％以上の集落、「中間地」は、山間
地と平地の中間にある集落、「平地」は、林野率が50％未満で
かつ耕地率が20％以上の集落。

資料：国土交通省及び総務省「過疎地域等条件不利地域における集落
の現況把握調査」（2016年３月）
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資料：農林水産省「山村基礎調査」

第Ⅲ章　林業と山村（中山間地域）
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（１）世界の木材需給の動向

　世界の木材消費量は2008年秋以降減少したが、2010年以降は再び増加傾向

　2017年、針葉樹製材の生産量及び消費量は、欧州、ロシア、北米のいずれの地域においても増加
　　欧州、ロシアの最大の輸出先国は中国

　北米では旺盛な需要と深刻な山火事等の影響により針葉樹製材価格が上昇し、その影響が世界
の市場へ波及

　日EU・EPAが2019年２月に発効
　　TPP11協定が2018年12月に発効

（２）我が国の木材需給の動向

　木材需要量は、2009年
を底に回復傾向で、2017
年は前年比4.8％増の8,185
万㎥（丸太換算。以下同じ）

　国産材供給量は、2002
年を底に増加傾向で、2017
年には前年比9.3％増の
2,966万㎥となり、そのう
ち燃料材供給量は前年比
35％増の604万㎥と、大
幅に増加

　木材輸入量は、2017年には木材需要量が増加
したことなどにより、前年比2.5％増の5,219万
㎥

　木材自給率は、上昇傾向で推移しており、
2017年には７年連続で上昇し、前年比1.4ポイ
ント上昇の36.2％、用材で前年比0.5ポイント
上昇の31.6％

（３）木材価格の動向

　2018年の国産材素材価格はやや上昇、製材品
価格はほぼ横ばい。国産木材チップ価格は上昇。

１．木材需給の動向
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木材供給量と木材自給率の推移
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資料：林野庁「木材需給表」

製材用
2,637万㎥

合板用
1,067万㎥

パルプ･チップ用
3,230万㎥

その他用
440万㎥

燃料材
780万㎥

国産材が原料 輸入材が原料 輸入製品

998万㎥
（37.8%）

376万㎥
（14.3%）

1,263万㎥
（47.9%）
1,263万㎥
（47.9%）

566万㎥
（53.1%）

88万㎥
（8.3%）

412万㎥
（38.6%）
412万㎥
（38.6%）

2,710万㎥
（83.9%）

519万㎥
（16.1%）
519万㎥
（16.1%）

302万㎥
（68.6%）
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（31.0%）
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（31.0%）

176万㎥
（22.6%）
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（77.4%）
604万㎥
（77.4%）

2万㎥
（0.4%）

注１：しいたけ原木については省略している。
　２：いずれも丸太換算値。
　３：計の不一致は四捨五入による。
資料：林野庁「平成29年木材需給表」

2017年の木材需給の構成
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（４）違法伐採対策

　2017年５月に施行されたクリーンウッド法により、全ての事業者に、合法伐採木材等を利用
するよう努力義務
　　特に木材関連事業者は、取り扱う木材等について「合法性の確認」等の取組を実施

　合法伐採木材等利用確保のための措置を適切かつ確実に行う木材関連事業者は、登録実施機関
（現在、６機関が業務実施中）に申請、「登録木材関連事業者」として登録
　　現在212事業者が登録済み（2019年３月末時点）

（５）木材輸出対策

　木材輸出額は2013年以降
増加し、2018年は前年比7％
増の351億円
　　輸出拡大に向け、日本産木
材製品のPR等を通じて、丸
太中心の輸出から、付加価値
の高い製品輸出への転換に向
けた取組を実施

　中国への輸出促進の取組と
して、同国の木構造の設計基
準となる「木構造設計規範」の
改定作業に日本も参画
　　日本産木材と木造軸組構法
を盛り込む改定がされ、「木
構造設計標準」として2018
年８月に施行
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我が国の木材輸出額の推移（品目別）

　注：HS44類の合計。
資料：財務省「貿易統計」

　＜事例＞ 
  欧州に向けた高付加価値木材製品の輸出を促進する取組

　（一社）日本木材輸出振興協会は、フランスのストラスブールで行われた工芸見本市 
「サロン・レゾナンス」においてジャパンパビリオンを
設置

　組子を使った木製パネルや木製ハンドバッグ等、日
本の伝統的な加工技術と現代のデザイン性が融合した
「和」を表現する高品質な木材製品のPRを行った

　このような取組をきっかけとして、欧州市場の新た
な開拓へとつながることが期待される

ジャパンパビリオンの様子
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（１）木材産業の概況

　木材産業は、林業によって生産さ
れる原木を、消費者・実需者のニー
ズに応じて様々な木材製品（製材、
集成材、合板、木材チップ等）に加
工し供給　

　木材・木製品製造業の製造品出荷
額等は、2009年を底に回復傾向で
推移し、2016年は前年と同程度の
約2.7兆円

　我が国の木材産業では、競争力の
ある木材製品を供給できる体制の
構築が課題
　　林野庁では、需要者ニーズに対応
した木材製品の安定的・効率的な供
給体制構築に資する加工・流通施設の整備に対する支援を実施

（２）製材業

　製材品出荷量は2009年まで減少、2010年以降はほぼ横ばいで推移し、2017年は前年比1.8％
増の946万㎥であり、製材用素材入荷量の75％以上が国産材

（３）集成材製造業

　国内における集成材の生産量は、
2017年には169万㎥となり、原
料の内訳は、国産材26％、欧州材
67％、米材6％
　　集成材の製品輸入は98万㎥で、
集成材供給量全体に占める国産材
割合は低位

（４）合板製造業

　普通合板の生産量は、2017年に
は前年比７％増の329万㎥であり、
用途別にみると構造用合板が大半

　合板への国産材針葉樹の利用が拡
大し、2017年には国内の合板生産
における国産材割合は82％に上昇
　　輸入製品を含む合板用材供給量全体に占める国産材割合は39％

２．木材産業の動向

その他の木材製品の製造業
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注１：従業者４人以上の事業所に関する統計表。
　２：2001年以前は「合板製造業」の額に「集成材製造業」の額が含まれる。
資料：経済産業省「工業統計表」（産業編及び産業別統計表）、総務省・経済産業省「経

済センサス-活動調査」（産業別集計（製造業）「産業編」）

木材・木製品製造業における製造品出荷額等の推移

合板用材の供給量の推移
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資料：林野庁「木材需給表」
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（５）木材チップ製造業

　2017年の木材チップ（燃料用チップを除
く）の生産量は前年比2％増の595万トン

　木材チップ用素材の入荷量のほとんどが国
産材であり、国産材に占める針葉樹の割合は
年々増加傾向にあり、2017年には57％

（６）プレカット加工業

　木造軸組構法におけるプレカット材の利用
率は2017年では92％まで拡大し、施工時
に使用される木材の選択に重要な役割
　　中大規模木造建築の普及に伴い加工技術も進化

（７）木材流通業

　木材流通業者は原木や木材製品の流通を業務とし、「木材市売市場」（原木市売市場と製品市売
市場）、「木材販売業者」（木材問屋や材木店・
建材店）等が存在

（８）�CLT等新たな製品・技術の
開発・普及

　CLT、木質耐火部材、地域材を活用した
横架材等の新たな製品・技術の開発・普及
に向けた取組を実施

　木質バイオマスについては、効率的なエ
ネルギー変換・利用に加え、セルロースナ
ノファイバー（CNF）や改質リグニン等を活
用した高付加価値製品の開発が進むなど、
マテリアル利用に向けた動きが進展

木材チップ生産量の推移
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　注：燃料用チップを除く。
資料：農林水産省「木材需給報告書」、「木材統計」

　＜事例＞ 
  CLT、木質耐火部材を使用した都市部における中高層建築物の建設

　2019年２月、宮城県仙台市に木造と鉄骨造を組み合わせた10階建
ての集合住宅が竣工

　同施設では、2017年に耐火構造（２時間）の国土交通大臣認定を取得
した木質耐火部材を柱の一部に利用し、一部の居室では木製の柱が現

あらわ

し
となっている。さらに、CLTを４～10階の床版及び１～５階の耐震壁
として利用。CLTの原料には国産のスギを、木質耐火部材の原料には国
産のスギ及びカラマツをそれぞれ使用

　木質耐火部材やCLTといった木質材料を構造材として本格的に利用
した建築物としては国内で最高層

竣工した耐火構造（2時間）による
10階建てマンション（宮城県仙台市）

①TEMPO酸化CNFの電子顕微鏡画像

②透明なフィルム材料

Saito et al., Biomacromolecules, Volume 8, 
page 2485-2491 (2007) 

Fukuzumi et al., Biomacromolecules, Volume 
9, page 162-165 (2009) 

四国森林管理局嶺北森林管理署外壁フェンス
（提供：森林総合研究所）

③軽量・高強度な複合材料

④耐候性を高めたCNF配合塗料

（提供：森林総合研究所）
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　＜事例＞ 
  「改質リグニン」の活用により日本の森林資源が生まれ変わる！？

　2018年10月、スギから抽出した新素材「改質リグニン」を用いた内
外装部品を搭載した試作車が公表された

　改質リグニン製造技術の研究に取り組んできた森林総合研究所は、ス
ギからリグニンを安定的に取り出せる製造技術の確立に成功

　今後、自動車用部材等の様々な高付加価値製品が実用化され、改質リ
グニン製造という新産業が創出されることで、中山間地域の振興につな
がることが期待 写真： 森林総合研究所、産業技術総合研究

所、（株）宮城化成、（株）光岡自動車

←改質リグニン

（９）合板・製材・構造用集成材等の木材製品の競争力強化
　2017年７月の日EU・EPAの大枠合意及び同11月の11か国によるTPP11協定の大筋合意
を踏まえ、同11月24日に「総合的なTPP等関連政策大綱」を決定し、木材製品の競争力強化に
向けた加工施設の生産性向上等の取組を支援

（１）木材利用の意義
　木材利用は、快適で健康的な住環境等の形成に寄与するだけでなく、地球温暖化の防止、森林
の多面的機能の持続的な発揮及び地域経済の活性化にも貢献

　木材には、調湿作用、高い断熱性等の特徴があるとともに、木材による嗅覚、触覚、視覚刺激
が生理・心理面に与える影響についても科学的根拠の蓄積等が進展

（２）建築分野における木材利用
　我が国では、新設住宅着工戸数の約半分が木造であり、木材需要に大きな影響

　森林所有者から大工・工務店等の住宅生産
者までの関係者が一体となって家づくりに取
り組む「顔の見える木材での家づくり」を推進

　2018年６月、木造建築を巡る多様なニー
ズへ対応する観点から、耐火構造等とすべき
木造建築物の規模の見直し等が盛り込まれた
改正建築基準法が公布

（３）公共建築物等における木材利用
　2017年度に着工された公共建築物の木造率
（床面積ベース）は、前年比1.7ポイント上昇
の13.4％、うち低層では前年比0.8ポイント
上昇の27.2％

　都道府県ごとでは、低層で５割を超える県
があるものの、ばらつきあり

３．木材利用の動向

建築物全体と公共建築物の木造率の推移
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注１：国土交通省 「建築着工統計調査2017年度」のデータを基に林野
庁が試算。

　２： 木造とは、建築基準法第2条第5号の主要構造部（壁、柱、床、はり、
屋根又は階段）に木材を利用したものをいう。

　３：木造率の試算の対象には住宅を含む。また、新築、増築、改築を
含む（低層の公共建築物については新築のみ）。

　４：「公共建築物」とは国及び地方公共団体が建築する全ての建築物並
びに民間事業者が建築する教育施設、医療・福祉施設等の建築物
をいう。

資料：林野庁プレスリリース「平成29年度の公共建築物の木造率につい
て」（2019年３月14日付け）
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　低層の公共建築物のうち民間事業者が整備する公共建築
物が全体の６割以上を占めており、そのうち約８割が医療・
福祉施設
　　これらの施設における木造化・木質化の在り方等の検討
や、検討結果を踏まえた普及ツールの作成等に対し支援を
実施

（４）�木質バイオマスのエネルギー利用

　エネルギー利用された間伐材等に由来する木質
バイオマス量は年々増加し、2017年に木材チッ
プや木質ペレット等の形でエネルギーとして利用
された量は前年比35％増の603万㎥

　再生可能エネルギーの固定価格買取制度を活用
した木質バイオマス発電施設が各地で稼働し、地
域経済への効果が期待される一方、木質バイオマ
スの安定供給の確保等が課題

　熱利用や熱電併給等を通じた森林資源の地産地
消による有効活用に向けて、「地域内エコシステ
ム」の構築等に向けた取組を推進

（５）消費者等に対する木材利用の普及

　一般消費者を対象に木材利用の意義を普及啓発するため、「木づかい運動」を展開

　「ウッドデザイン賞」では、木の良さや価値を再発見させる製品や取組等について、特に優れた
ものを消費者目線で評価、表彰し、2018年度は189点が受賞

　全国で広がりつつある「木
もく

育
いく

」の取組を支援
　　ワークショップ等を通じた実践的な活動や、関係者間のネットワーク構築の取組等、様々な活
動が多様な主体により実施

木材に囲まれた空間を実現した病室内の様子
（写真提供：千里リハビリテーション病院、住友林業株式会社）

26
（14）
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27
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32 55 72 89
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　注：国内で利用された薪炭を含む木質バイオマス量。
資料：2014年までは林野庁木材利用課調べ。2015年以降は、

林野庁「木材需給表」

エネルギー利用された間伐材等由来の
木質バイオマス量の推移

長門おもちゃ美術館（山口県長門市）2018年度　木育・森育楽会（石川県金沢市）

第Ⅳ章　木材産業と木材利用
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（１）国有林野の分布と役割

　国有林野（758万ha）は、我が国の国土面積
の約2割、森林面積の約3割を占め、奥地脊

せき

梁
りょう

山地や水源地域に広く分布しており、国土の保
全、水源の涵

かん

養等の公益的機能を発揮

　多様な生態系を有する国有林野は、生物多様
性の保全を図る上でも重要であり、我が国の世
界自然遺産（知床、白神山地、小笠原諸島、屋
久島）の陸域の95％は国有林野

（２）国有林野の管理経営の基本方針

　国有林野は重要な国民共通の財産であり、「国
有林野事業」として一元的に管理経営

　国有林野事業では、2013年度の一般会計化
等を踏まえ、公益重視の管理経営を一層推進す
るとともに、林業の成長産業化に向けた貢献等
の取組を推進

（１）公益重視の管理経営の一層の推進

　個々の国有林野を、重視すべき機能に応
じて「山地災害防止」「自然維持」「森林空間利
用」「快適環境形成」「水源涵

かん

養」の5つのタイ
プに区分し管理経営

１．国有林野の役割

２．国有林野事業の具体的取組

第Ⅴ章　国有林野の管理経営

国有林野の分布

森林管理局
北海道
東北
関東
中部
近畿中国
四国
九州

割合
37%
31%
17%
19%
4%

10%
12%

各森林管理局の管轄区
域における国有林野の
土地面積に対する割合

関東森林管理局

林野庁

九州森林管理局

四国森林管理局

東北森林管理局

北海道森林管理局

中部森林管理局

近畿中国森林管理局

国有林野
森林管理局界
都道府県界

小笠原諸島

琉球諸島・奄美群島

機能類型区分ごとの管理経営の考え方
機能類型区分 管理経営の考え方

山地災害防止タイプ
146万ha

根や表土の保全、下層植生の発達し
た森林の維持

自然維持タイプ
169万ha

良好な自然環境を保持する森林、希
少な生物の生育・生息に適した森林
の維持

森林空間利用タイプ
50万ha

保健・文化・教育的利用の形態に応
じた多様な森林の維持・造成

快適環境形成タイプ
0.2万ha

汚染物質の高い吸着能力、抵抗性が
ある樹種から構成される森林の維持

水源涵
かん

養タイプ
392万ha

人工林の間伐や伐期の長期化、広葉
樹の導入による育成複層林への誘導
等を推進し、森林資源の有効活用に
も配慮

　注：面積は、2018年４月１日現在の数値である。
資料：農林水産省「平成29年度　国有林野の管理経営に関する基本計画の

実施状況」

資料：農林水産省「平成29年度　国有林野の管理経営に関する
基本計画の実施状況」
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　国有林野の90%は「水源かん養保安
林」等の保安林であり、国民の安全・安
心の確保のため、治山事業により荒廃地
や保安林を整備

　また、民有林でも直轄で災害復旧を実
施したほか、被災した地方公共団体に対
する技術者の派遣等の協力・支援を実施

　森林吸収源対策として、間伐等の森林
整備、治山施設等における木材利用等を
推進

　生物多様性の保全を図るため、「保護
林」や「緑の回廊」を設定、希少な野生生
物の保護、シカ等の鳥獣による森林被害
への対策等を実施

　「公益的機能維持増進協定」により、
国有林に隣接・介在する民有林を一体的
に整備・保全
　　2018年３月末現在で15件（452ha）
の協定を締結

「保護林」と「緑の回廊」の位置図

知床半島緑の回廊 

大雪・日高緑の回廊 

支笏・無意根 
 　緑の回廊 

奥羽山脈緑の回廊 

北上高地緑の回廊 
白神八甲田緑の回廊 

八幡平太平山緑の回廊  

鳥海朝日・飯豊吾妻緑の回廊 

会津山地緑の回廊 緑の回廊越後線 

日光・吾妻山地緑の回廊 

緑の回廊日光線 
緑の回廊三国線 
秩父山地緑の回廊 

丹沢緑の回廊 

富士山緑の回廊 

緑の回廊雨飾・戸隠 

緑の回廊八ヶ岳 

白山山系緑の回廊 
 

 四国山地緑の回廊 

東中国山地緑の回廊 

 綾川上流緑の回廊 

大隅半島緑の回廊 

 （下線部の緑の回廊は民有林と連携して設定） 

越美山地緑の回廊

保護林
緑の回廊
上記以外の国有林野

　注：2018年４月１日現在。
資料：農林水産省「平成29年度　国有林野の管理経営に関する基本

計画の実施状況」

　＜事例＞ 
  地域と連携したシカ被害対策の取組

　2018年10月、岩手南部森林管理署遠
とお

野
の

支署は、地域
と連携しシカ被害の防止対策を推進するため、遠野市及
び遠野猟友会との３者で「ニホンジカ等被害対策協定」を
締結

　同協定では、同支署がシカ捕獲のための「わな」を協定
相手方に貸与しシカの捕獲を行ってもらうなど、関係者
間での協力体制を構築して地域のシカ被害対策に努めて
いる 猟友会へ小型囲いわな組立・使用方法の

実演をしている様子

第Ⅴ章　国有林野の管理経営

イチイガシの巨木 渓流沿いの蘚苔類

「猪
いの

八
は

重
え

照葉樹林生物群集保護林」を設定
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（２）林業の成長産業化への貢献

　国有林野事業の組織、技術力及び資源を活
かし、コンテナ苗の活用や伐採と造林の一貫
作業システム等、林業の低コスト化に向けた
技術を実証・普及に取り組み

　「森林共同施業団地」を設定し、路網
整備、森林施業等について民有林と連携

　森林経営管理制度（2019年４月施行）
が効率的に機能するよう、民有林との連
携を一層推進することに加え、意欲と能
力のある林業経営者に対する国有林野
事業の受注機会が増大するような配慮
や、林業経営者に関する情報の市町村へ
の提供等を実施することとしている

　製材・合板工場等と協定を締結し、国
有林材を安定供給する「システム販売」
を実施（2017年度には国有林からの素
材販売量の72％）

第Ⅴ章　国有林野の管理経営

（ha）
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国有林野におけるコンテナ苗の植栽面積の推移

資料：林野庁業務課調べ。
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国有林野からの素材販売量の推移

資料：林野庁業務課調べ。

資料：林野庁業務課調べ。

　＜事例＞ 
  ＩＣＴを活用した森林調査現地検討会を開催

　2018年11月、宮崎森林管理署は ICTを活用し
た森林調査について関係機関との情報共有を図る
ため現地検討会を開催

　現地検討会では関係者約70名が集まり、カメ
ラ付ドローンや地上レーザスキャナを活用した森
林調査の検討成果の紹介や現地での操作実演等を
交えながら情報共有・意見交換を行った

　同森林管理署では、ICT技術を活用した森林資源の把握による適正な木材取引や誤伐・盗伐の防止の
ため、引き続き関係機関とともに取組を進めていくこととしている

ドローンや地上レーザスキャナを使った
現地検討会の様子
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　林業の成長産業化への貢献に向け、意欲と能力のある林業経営者の育成を通じて、森林経営管理
制度を円滑に進めるため、国有林の一定区域で、公益的機能の維持増進や地域の産業振興等を条件
に、長期・安定的に原木供給できる仕組みの創設等を内容とする国有林改正法案を国会に提出

（３）�「国民の森
も

林
り

」としての�
管理経営等

　森林環境教育や森
も

林
り

づくり等に取り組む
多様な主体に対して、「遊

ゆう

々
ゆう

の森」、「ふれあ
いの森」、「木の文化を支える森」、「法人の森

も

林
り

」を設定し、フィールドを提供。また、地
域の関係者や自然保護団体等と連携した「モ
デルプロジェクト」を実施

　地方公共団体や地元住民等に対して国有
林野の貸付け等を実施。また、「レクリエー
ションの森」（自然休養林など6種類）におい
ては、地域関係者と連携して管理運営

　「明日の日本を支える観光ビジョン」（2016
年３月）を踏まえ、観光資源としての潜在的
魅力がある「レクリエーションの森」を「日

にっ

本
ぽん

美
うつく

しの森 お薦め国有林」とし
て全国で93か所選定し、重
点的な情報発信や環境整備等
を実施

　東日本大震災からの復旧・
復興に向け、海岸防災林の再
生や避難指示解除区域におけ
る森林整備事業の再開等の取
組を実施

第Ⅴ章　国有林野の管理経営

森林経営管理制度の円滑な実施を支援していくための国有林の取組

経営管理実施権
の設定

伐区A

伐区B
伐区D

伐区C

民
有
林

国
有
林

森
林
所
有
者

経営管理権
の設定

林業経営に適した森林

○意欲と能力のある林業経営者に
　林業経営を再委託

意
欲
と
能
力
の
あ
る

林
業
経
営
者

  

森
林
組
合
、

  

素
材
生
産
業
者
、

  

自
伐
林
家
等自然的条件に照らして

林業経営に適さない森林
○市町村による間伐等の実施
　（市町村森林経営管理事業）森林経営管理法による

新たな森林管理システム

①現行の仕組み（引き続き実施） ②追加する仕組み（今後の供給量の増加分の一部で実施）

・毎年度個別に場所、時期等
を特定し、入札により民間事
業者を決定

※立木を購入している林業経
営者の平均年間立木購入面
積（2015年）は約20ha（年
間６千㎥程度の素材生産量
に相当）

・立木を一定期間、安定的に伐採できる
区域（地域の意欲と能力のある林業経
営者が対応可能な数百ha・年間数千㎥
程度の素材生産量を想定）を設定

※現行の国有林の伐採のルールを厳守
※長期に事業量が見通せることで機械
導入や雇用が進展

①を基本
とした上で、
②を追加

長
期
・
安
定
的
に

国
有
林
材
を
供
給

市
町
村

伐区A

伐区C

伐区D２年目
Ｂ社

4年目
D社

Ａ社 １年目 Ｃ社
３年目

伐区B

「日
にっ

本
ぽん

美
うつく

しの森　お薦め国有林」選定箇所の例

　注：各森林管理局の管轄区域における箇所数である。
資料：林野庁経営企画課作成。

然別自然休養林

焼走自然休養林

野反自然休養林

近江湖南アルプス
自然休養林 千本山風景林

森林管理局 箇所数 代表例

北海道 20 ポロト、然
しかり

別
べつ

、えりも、ニセコ・神
しん

仙
せん

沼
ぬま

東北 11 白
しら

神
かみ

山地・暗
あん

門
もん

の滝、焼
やけ

走
ばしり

、温
ぬく

身
み

平
だいら

関東 15 奥
おく

久
く

慈
じ

、野
の

反
ぞり

、高
たか

尾
お

山
さん

中部 10 戸
と

隠
がくし

・大
おお

峰
みね

、駒
こま

ケ
が

岳
たけ

、赤
あか

沢
さわ

、御
おん

岳
たけ

近畿中国 20 安
あたか

宅、近
おうみ

江湖
こ

南
なん

アルプス、嵐
あらし

山
やま

、高
たか

取
とり

山
やま

四国 5 剣
つるぎ

山
さん

、工
く

石
いし

山
やま

、千
せん

本
ぼん

山
やま

九州 12 くまもと、宮崎、猪
いの

八
は

重
え

の滝、屋久島

　・2018年５月、「日
にっ

本
ぽん

美
うつく

しの森　
お薦め国有林」のウェブサイト
（日英）を公開。

　・サイトでは各国有林情報のほか、
地域のイベント等の最新情報を
掲載。

　・閲覧者数は旧サイトから増加。

ウェブサイトのトップページ

「日
にっ

本
ぽん

美
うつく

しの森　お薦め国有林」における情報発信の強化
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第Ⅵ章　東日本大震災からの復興

（１）森林等の被害と復旧状況

　東日本大震災により、15県で林地荒廃、治山・
林道施設の被害等が発生し、災害復旧事業の対
象箇所の97％が工事完了（2019年１月現在）

　被災した木材加工・流通施設（全国115か所）
について、廃棄・復旧・整備等を支援し、97
か所が操業を再開（2018年４月現在）
　　素材生産や木材製品の生産は、おおむね震災
前の水準にまで回復

（２）海岸防災林の復旧・再生

　津波により被災した海岸防災林の要復旧延長
は約164㎞
　　帰還困難区域等を除き、約163㎞で復旧工
事に着手済み（うち約113㎞で工事完了）
（2019年1月末現在）
　　2020年度までの復旧完了を目標

　海岸防災林の再生のために必要な苗木が計画
的に確保されるよう、抵抗性クロマツを含む苗
木の安定供給体制の確立に向けた取組を実施

　植栽・保育に当たっては地域住民や企業、
NPO等も参加

　　

１．復興に向けた森林・林業・木材産業の取組

岩手県、宮城県、福島県における
素材生産量及び製材品出荷量の推移

資料：農林水産省「木材需給報告書」、「木材統計」
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［素材生産量］

［製材品出荷量］

　＜事例＞ 
  地域住民による海岸防災林の再生の取組

　岩手県野
の

田
だ

村
むら

の前
まえ

浜
はま

地区では、クロマツが防潮林の役割を担っ
ていたが、東日本大震災で数本を残して流出

　同地区では、防潮堤完成の目途が立った2017年10月に初めて
の植樹イベントが行われ、地域住民約100名が参加しクロマツ約
1,000本を植樹、2018年６月にも地域の住民団体主催の植樹イベ
ントが開催され、村内外から約200名が参加し広葉樹約300本を
植樹

　2020年３月末までに、防潮林の造成工事の完成を目指している

植樹イベントの様子
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（２）復興への木材の活用と森林・林業の貢献

　応急仮設住宅の４分の１以上（約
１万５千戸）を木造で建設
　　災害公営住宅（構造判明戸数）の約３
割（約９千戸、2018年９月末時点）を
木造で建設又は建設予定

　被災者の住宅再建に向けた「地域型復
興住宅」を提案する取組、非住宅建築物
や土木分野の復旧・復興事業に地域の
木材等を活用する取組も進捗　

　地震と津波により発生した大量の災
害廃棄物のうち、木質系災害廃棄物は
木質ボードの原料やボイラー燃料、発
電等に利用　

　人口減少や産業空洞化といった全国
の地域にも共通する課題解決に向け、
林業・木材産業分野でも森林資源の活
用を通じた復興に向けた取組を実施

第Ⅵ章　東日本大震災からの復興

　＜事例＞ 
  木質バイオマス熱電併給による復興の取組

　宮城県気
け

仙
せん

沼
ぬま

市では「気仙沼地域エネルギー開発株式会社」が設立、地域の森林資源を活用した 
木質バイオマス発電及び熱供給事業が実施されている

　同社は、地元の森林組合や素材生産事業者等から間伐材
を調達

　　特に地域の個人林業家からの木材調達は、代金の一部を
地域通貨で支払うことにより、相場より高い価格で木材を
買い取り、山林所有者への利益還元と地域経済の活性化に
貢献することを重視

　また、地域の山林所有者等を対象とした自伐林業家育成
塾「森のアカデミー」を開催し、個人林業家の育成支援にも
取り組み、震災後の地域林業の活性化に貢献

　さらに、東京都環境公社や東京都目黒区が所有する施設
で同社の間伐材由来の電気の活用が始まり、都市における
エネルギー利用を通じた復興支援も加わっている

　これらにより、気仙沼地域の林業や山村活性化の取組が
ますます推進されていくことが期待

［災害公営住宅整備の全体計画］

計画戸数
（戸） うち構造判

明（戸） うち木造
（戸） 木造率（％）

岩手県 5,854 5,854 1,295 22.1

宮城県 15,823 15,823 4,126 26.1

福島県 8,066 8,015 3,311 41.3

合計 29,743 29,692 8,732 29.4

［災害公営住宅の完成状況］

完成戸数
（戸） うち木造

（戸） 木造率（％）

岩手県 5,458 1,194 21.9

宮城県 15,570 4,010 25.8

福島県 7,797 3,077 39.5

合計 28,825 8,281 28.7

資料： 復興庁「住まいの復興工程表（平成30年９月末現在）」（2018年11月16日）
を基に林野庁木材産業課作成。

災害公営住宅の整備状況

気仙沼地域エネルギー熱供給事業のスキーム図（上）と
森のアカデミーの様子（下）



35

（１）森林の放射性物質対策

　「福島の森林・林業の再生に向けた総
合的な取組」（2016年３月）に基づき、
住居周辺の里山の再生に向けた取組、
林業再生に向けた取組及び情報発信等
の取組を実施

　森林内の放射性物質の分布状況の推
移等について調査・研究を実施

　公的主体による森林整備とその実施
に必要な放射性物質対策を行う林業再
生対策を、2018年度までに福島県内
44市町村で実施　

　避難指示解除区域等において、関係
省庁が連携して里山再生に向けた取組
を総合的に推進する「里山再生モデル事
業」を実施
　　2019年３月末までに、飯

いい

舘
たて

村
むら

など12
市町村で間伐等の森林整備を実施

　森林における放射性物質の分布等に
係る知見を始めとした、森林・林業再
生のための取組等について、シンポジ
ウムや展示等を通じた、最新の情報の
提供やコミュニケーションを実施

２．原子力災害からの復興

里山再生モデル事業のイメージ

資料：復興庁ホームページ「里山再生モデル事業概要」を基に林野庁企画課作成。

地域の要望を踏まえ選定したモデル地区において、里山再生を進めるための
取組を総合的に推進し、その成果を、的確な対策の実施に反映。

広場の除染

放射線量マップの作成
個人線量の測定

散策道の除染
ほだ場の除染 広葉樹林の整備

竹林の整備

公共施設へ木質バイオマス
ボイラーを新設

里山

調査地における部位別の放射性セシウムの
蓄積量の割合の変化
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資料：林野庁ホームページ「平成29年度 森林内の放射性物質の分布状況調査結
　　　果について」

第Ⅵ章　東日本大震災からの復興
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（２）安全な林産物の供給

　食品中の放射性物質の基準値（一般食
品は100Bq/kg）に基づき、特用林産
物23品目に出荷制限（2019年２月27
日現在）

　「放射性物質低減のための原木きのこ
栽培管理に関するガイドライン」に沿っ
た栽培管理を行い、基準値を超えるき
のこが生産されないと判断された場合、
ほだ木のロット単位での出荷が可能
　　きのこ等の生産継続・再開に向けて
支援

　「野生きのこ類等の出荷制限解除に向けた検査等の具体的運用」の周知により、野生のきのこ・
山菜等の出荷制限の解除も進みつつある状況

　福島県産きのこ原木の減少に対応し、原木の安定供給に向けて需給のマッチング等を推進

（３）樹皮やほだ木等の廃棄物の処理

　燃料や堆肥等に利用されていた樹皮（バーク）は、放射性物質の影響により製材工場等に一部
滞留したが、廃棄物処理場での処理等を支援し滞留量が減少
　　使用できなくなったほだ木等の処理も必要

（４）損害の賠償

　林業関係では、避難指示等に伴う事業への支障や原木しいたけの減収等に関する損害賠償が実
施
　　2014年９月から避難指示区域内の山林の土地及び立木に係る財物賠償が請求受付され、　
2015年３月からは避難指示区域外の福島県内の立木についても財物賠償が請求受付　

きのこ原木の需給状況

資料：林野庁経営課調べ。

他の都道府県からの供給希望量

都道府県外への供給可能量
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概説
　・施策の背景、財政措置、立法措置、税制上の措置、金融措置、政策評価
　｠

Ⅰ　森林の有する多面的機能の発揮に関する施策
　・面的なまとまりを持った森林経営の確立
　・再造林等による適切な更新の確保
　・適切な間伐等の実施
　・路網整備の推進
　・多様で健全な森林への誘導
　・地球温暖化防止策及び適応策の推進
　・国土の保全等の推進
　・研究・技術開発及びその普及
　・山村の振興及び地方創生への寄与
　・国民参加の森

も

林
り

づくりと森林の多様な利用の推進
　・国際的な協調及び貢献

Ⅱ　林業の持続的かつ健全な発展に関する施策
　・望ましい林業構造の確立
　・人材の育成及び確保等
　・林業災害による損失の補塡

Ⅲ　林産物の供給及び利用の確保に関する施策
　・原木の安定供給体制の構築
　・木材産業の競争力強化
　・新たな木材需要の創出
　・消費者等の理解の醸成
　・林産物の輸入に関する措置

Ⅳ　東日本大震災からの復旧・復興に関する施策

Ⅴ　国有林野の管理及び経営に関する施策
　・公益重視の管理経営の一層の推進
　・林業の成長産業化への貢献
　・「国民の森

も

林
り

」としての管理経営と国有林野の活用

Ⅵ　団体の再編整備に関する施策

「令和元年度　森林及び林業施策」の構成




